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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，小売企業のCSR経営の特性と有効性について検討することにある。研究の
結果，小売企業を基点とするCSRに対する取り組みは，倫理や自然環境にかかわる社会問題の改善に向けて流通システ
ムの川上と川下に向けて効果的な影響を及ぼすことが可能であることを検証することができた。また，戦略的なCSR経
営が小売企業の持続的な成長発展に寄与する可能性についても明らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to examine the effectiveness and characteristics o
f the CSR management by retail companies. The findings of this research suggest that retailer's initiative
s for CSR could bring about effective influences toward both upstream and downstream of distribution syste
m to improve social problems concerning ethic and natural environment. In addition, it was verified also t
hat strategic CSR management would contribute to the sustainable development of retailer.
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１．研究開始当初の背景 
周知のように，CSR （Corporate Social 

Responsibility）とは，人権に配慮した適正な
雇用・労働条件，消費者への適切な対応，環
境問題への配慮，地域社会への貢献（メセナ
やフランソロピー）などについて，企業が市
民として果たすべき責任をいう。グローバリ
ゼーションが加速化するなかで，あらゆる企
業の行動は，「経済」「社会」，そして「環
境」という側面で多大な影響を及ぼすように
なった。このような状況の下，こうした 3 つ
の側面（トリプル・ボトムライン）から企業
評価を行うことが主流となっている。世界の
流通業界で躍進する小売企業は，各国の製造
業，卸売業，小売業，消費文化，そして自然
環境などの多様な側面で多大なる影響力を
備えている。しかし，企業の社会的責任にか
かわる研究は，製造業を対象とするものが大
部分を占めてきた。小売企業の CSR にかか
わる研究は，世界的にみても十分に取り組ま
れていない。その社会的な影響力を鑑みると，
小売業界における取り組みの現状と課題を
把握する必要性がある。また，その上で効果
的な接近法を模索することが必要とされる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，国内外で先端的な CSR 経

営を展開する小売企業の取り組みを把握す
ることにある。具体的には，どのような視点
や取り組みが効果的かつ持続可能な取り組
みを可能とするのかについて解明し，小売企
業の成長発展と CSR 経営が相乗効果をもた
らす可能性について検討することを目的と
している。 
 
３．研究の方法 
流通論，CSR 論, 企業倫理論，そしてソー

シャル・マーケティング論などの隣接した研
究領域における知見を頼りに分析枠組みを
整備した。とりわけ，ポーターとクラマーの
研究成果に着想を得ている（Porter and Kramer, 
2002; 2006; 2011）。彼らは，企業の CSR への
取り組みが社会的な圧力や評価に対する保
険としての受動的な取り組みではなく，積極
的な姿勢で挑むことで競争優位の源泉にな
りうると考えた。そして，社会的責任の追求
を企業の競争優位となる領域につなぎ合わ
せ，そこから創造される社会的メリットと経
済的メリット（企業の利益）の最大化を図る
ことが持続的な取り組みを可能とすること
について提言した（図 1）。多くの取り組みは，
事業との関連性が希薄であったことから持
続的な取り組みや本質的な問題解決を困難
にしてきたものと考えられる。本研究は，ポ
ーターとクラマーが提示した視点の実現可
能性について検証することを分析の視座に
据えてきた。 
次いで，先端的な取り組みをみせるスウェ
ーデンのイケアと H&M，フランスのカルフ
ール，アメリカのギャップ，そして日本のイ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
オンなどの取り組みについて事例研究を実
施してきた。具体的には，各企業が発刊する
『CSR 報告書』（注：『サステナビリティー・
レポート』や『環境報告書』などと称される
場合がある）や『年次報告書』を入手し，具
体的な取り組みを質的側面と量的側面から
実態調査を実施した。また，分析対象企業の
視察調査や聞き取り調査に取り組み，公開資
料から得ることができない情報収集にも努
めてきた。 
 
４．研究成果 
本研究の特色は，小売業の取り組みに着目

しようとするところにある。小売企業による
積極的な CSR 活動は，4 つの境界線を超越す
ることによって成し遂げられてきた。最初に，
社会的な問題を発生させる根幹に接近する
ために「サプライチェーンを分断する境界
線」を超越し，商品開発や製造の段階に踏み
込むことで社会問題の改善や解決に向けて
効果的な影響を及ぼしていることが明らか
になった。また，そのために小売企業と取引
企業を区分する「組織の境界線」を超越し，
流通システムを形成するすべてのメンバー
で意識の共有が図られていることが明らか
なった。そして，自然環境や倫理にかかわる
社会問題について消費者の意識を啓発する
ことを目的として，「社会的な役割の境界線」
を超越してきた。さらに，こうした取り組み
は，小売企業の「国境」を超越する取り組み
においても重要な課題となっていることが
明らかなった。例えば，製造小売企業の国際
的な商品調達活動は，原材料の生産現場や契
約工場の労働環境でさまざまな社会問題に
直面しており，小売企業の能動的な取り組み
が問題の改善に寄与している。また，海外市
場における店舗展開においても，現地の消費
者に安心と安全の提供，地域社会への貢献
（メセナやフランソロピー），そして小売店
を基点する環境問題の啓蒙活動（消費者教
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出所：Porter and Kramer（2002）, p.59. 

図１．企業の成長発展と CSR の融合 



育）などの取り組みが現地市場に受け入れら
れるための重要な活動になっていることを
確認することができた。 
本研究は，流通の末端部に位置する小売業

の能動的な取り組みが川上の製造業と卸売
業や川下の消費者に正の影響を及ぼすこと
を検証することによって（図 2），持続可能
な社会経済の発展に対して小売業を拠点と
する取り組みの有効性と重要性を検証する
ことができたと確信している。今後は，これ
までの研究期間に取り上げることができな
かった優れた成果をもたらしてきた小売企
業の事例研究を積み重ねると同時に，必ずし
も優れた成果をもたらすことができていな
い小売企業の取り組みにも目を向け，その原
因を解明することにも取り組んでみたい。 
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